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【公共施設の老朽化の状況】※公共施設の建築年度別延床面積

歳入は、地方税（町税）

が2008年度以降減少傾向

にあり、今後も生産年齢

人口の減少が予測される

ことから、大幅な税収の

伸びは期待できない。 

歳出は、扶助費を含む

義務的経費が20億円前後

とほぼ横ばいで推移。今

後、高齢化社会の進行に

伴い義務的経費は増加す

ることが予想される。 

－ 2 －

建築年度別の延床面積の

状況をみると、昭和 40 年代

後半以降、比較的多くの施設

が整備されている。 

建築後 30 年以上経過して

いる施設は 25,463 ㎡であ

り、公共施設全体の約49.0％

を占めている。 

建築物は一般的に、建築後

30 年程度で大規模改修、60

年程度で建替えが必要とさ

れており、今後はこれらの公

共施設の老朽化に対応して

いく必要がある。 

２ 公共施設の現況及び将来の見通し （続） ※グラフの数値については、端数処理の関係で 

合計値が一致しない場合がある。 
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【公共施設の保有状況】 

2.2 財政の状況と見通し 

2.3 公共施設の状況と将来の更新等費用の見通し 
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公園
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供給処理施設
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17.7%
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総面積
51,941㎡

うち、建築年度不明
732㎡

建築後30年未満

25,746㎡ 49.6%

建築後30年以上

25,463㎡ 49.0%

昭和40年代後半から昭和50年代

21,508㎡ 41.4%

～

公共施設の保有量は、111

施設、延床面積の合計は

51,941 ㎡となっている。 

延床面積の内訳は、学校教

育系施設が 29.9％を占めて

おり最も多く、次いで、スポ

ーツ・レクリエーション系施

設の 14.0％、行政系施設の

11.0％、公営住宅の 10.1％

の順となっている。 
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